
徳島県における気候変動対策の

新たな施策展開について

徳島県 県民環境部環境首都課

平成２８年１２月５日

中央環境審議会気候変動影響評価等小委員会



背 景

■ 地球環境の異変

■ 国際社会の動向

・世界の年平均気温は２年連続で過去最高を更新
・２０１６年上半期も過去最高を更新

・全大気月平均ＣＯ₂濃度が４００ppm超過

・２０１５年「ＣＯＰ２１」で「パリ協定」の採択
「今世紀後半には温室効果ガスの排出を実質ゼロに」
→１１月４日に発効 →日本は１１月８日に批准

■ 日本国内の動向

・２０１５年「気候変動の影響への適応計画」策定

・２０１６年「地球温暖化対策計画」策定

「２０３０年度に２０１３年度比で▲２６％」

「気候変動問題」は、待ったなし！「気候変動問題」は、待ったなし！



徳島県のこれまでの取組み

１９９９年 「徳島県環境基本条例」制定

２００４年 「環境首都推進室」設置（環境首都課は２００６年設置）

同 年 「徳島夏のエコスタイル」スタート

同 年 「徳島県環境基本計画」「環境首都とくしま憲章」策定

２００５年 「とくしま地球環境ビジョン」策定

同 年 「徳島冬のエコスタイル」スタート

２００８年 「徳島県地球温暖化対策推進条例」制定

２０１１年 「徳島県地球温暖化対策推進計画」策定

２０１３年 「第２次徳島県環境基本計画」策定

２０１５年 「環境首都とくしま未来創造憲章」策定

同 年 「徳島県水素グリッド構想」策定

同 年 「自然エネルギー立県とくしま推進戦略」策定

２０１６年 「環境首都課気候変動対策担当」設置



徳島県のこれまでの取組み

○徳島県水素グリッド構想 （平成２７年８月策定）

・地球温暖化対策の切り札とも言える「水素グリッド」の導入

・本県の普及目標

２０２５年 ２０３０年

ＦＣＶ １，７００台 ３，６００台

ＦＣバス １０台 ２０台

水素ステーション ６箇所 １１箇所

・本県の導入状況

ＦＣＶ６台 移動式水素ＳＴ１基 自然エネ由来水素ＳＴ１基



○自然エネルギー立県とくしま推進戦略 （平成２７年１２月策定）

・キーワードは、

「地産地消」、「自立分散型」、「災害に強い」、「地方創生」

・国の電源構成（エネルギーミックス）による再生可能エネルギー

→２０３０年 ２２～２４％

・自然ｴﾈﾙｷﾞｰ協議会会長県として意欲的な目標への引き上げを

提言

・本県の導入目標（自然ｴﾈﾙｷﾞｰによる電力自給率）

→２０２０年 ２５％ ２０３０年 ３７％

徳島県のこれまでの取組み



“脱炭素社会元年”
気候変動対策の「３本の矢」

【１】徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例

緩 和 策
（温室効果ガスの排出抑制等）

適 応 策
（気候変動の影響に適切に対応）

両 輪

【2】徳島県地球温暖化対策推進計画 【3】徳島県気候変動適応戦略

・ 新たな削減目標の追加
・ 平成２８年１２月に設定予定

・ 平成２８年１０月策定

・ 平成２８年９月議会可決
・ 平成２９年１月１日施行

★環境審議会に新たに「気候変動部会」を設置し、議論

・ 愛称の募集（すだちくん未来の地球条例）



■ 「自然エネルギー」 「水素エネルギー」の最大限導入

■ 未来を守る「適応策」の本格導入

～ 低炭素社会から「脱炭素社会」へ、新たな羅針盤 ～

FCVの普及拡大

水素エネルギーを

条例に規定

適応策の基本方針を
条例に位置づけ

自然災害に備えた
防災･減災

気候変動に対応した
品種開発等

■ 脱炭素社会の実現に向け、
「緩和策」と「適応策」を両輪とした気候変動対策の展開

新条例のポイント

【１】脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例

■ 「脱炭素社会」 「気候変動」を条例に規定



第１章 総 則
第２章 気候変動対策に関する基本方針等
第３章 気候変動の緩和に係る対策

１ 県民生活に係る対策
２ 再生可能エネルギー等に係る対策
３ 森林等による吸収作用の保全等に係る対策
４ フロン類の排出の抑制等に係る対策

第４章 気候変動への適応に係る対策
１ 気候変動への適応に関する基本的施策
２ 県民等の理解の促進等及び調査研究

第５章 環境教育等の推進
第６章 先導的な技術の活用及び先駆的な取組の実施等
第７章 雑則
第８章 罰則

【１】脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例

条例の構成



～ 低炭素社会から「脱炭素社会」へ、新たな羅針盤 ～

【１】脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例

■ 第２章 気候変動対策に関する基本方針等
第８条 知事は、気候変動対策を総合的かつ計画的に推進する
ための基本方針を定めるものとする。
２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。
四 気候変動の適応を図るために必要な施策に関する事項

■ 第４章 気候変動への適応に係る対策
第１節 気候変動への適応に関する基本的施策
第５２条 基本的事項
第５３条 分野別施策の推進
第２節 県民等の理解の促進等及び調査研究
第５４条 県民等の理解の促進等
第５５条 気候変動の影響に係る調査研究



【１】脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例

新条例の基本理念

■ 「県民総活躍」による社会的気運の醸成
→県民、事業者が主役となる「県民総活躍」により、
県を挙げて、脱炭素社会の実現に向けた社会的気運の醸成

■ 「地域資源」を最大限活用し、地域課題の解決に貢献
→自然エネルギーや森林資源など、本県ならではの多様な地域資源
を積極的に活用するとともに、対策を通じ地域課題の解決に貢献

■ 「緩和策」と「適応策」を両輪とした気候変動対策の展開
→あらゆる政策に緩和と適応の視点を組み込み、緩和と適応の
相乗効果を創出

～ 低炭素社会から「脱炭素社会」へ、新たな羅針盤 ～



【１】脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例

～ 低炭素社会から「脱炭素社会」へ、新たな羅針盤 ～

社会的気運の醸成

■ 人材の育成と活動・交流の機会創出

■ 脱炭素型ロールモデルの情報発信・普及浸透

■ 「徳島県地球環境を守る日」の創設

■ 幼少期から体系的に環境学習を実施

■ 「カーボンオフセット」、「エシカル消費」の日常化

■ 「環境活動連携拠点」の整備



■ Support 脱炭素型ライフスタイル・最新技術の導入を支援

■ Challenge 意欲的な削減目標へ挑戦

・ 県民の省エネ活動に対してインセンティブの付与
・ 水素、再生可能エネルギーの最大限導入
・ 企業や団体の削減努力を「見える化」
・ 優良事例を「ロールモデル」として発表

～ 温室効果ガスの「新たな削減目標」の設定と施策展開 ～

・ 国の削減目標に徳島の「削減努力」を上乗せ
・ 電力の排出係数に左右されない「エネルギー消費量の削減
目標」の設定

新・削減目標のポイント

【2】 徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 計 画

新条例を具現化



【2】 徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 計 画

～ 温室効果ガスの「新たな削減目標」の設定と施策展開 ～

■ 2030年度削減目標

※ 「民生部門」の対策強化を中心に、踏み込んだ対策について
本県の「削減努力」分として上乗せし、設定
・家庭、事業所における省エネ行動の推進
・住宅、建築物の省エネ対策の促進
・太陽光発電の導入促進 等

2013年度比 ▲26.0%
排出抑制 約▲23.4%
吸収量 約▲ 2.6%

2013年度比 ▲40.0%
排出抑制 約▲26.4%
吸収量 約▲13.6%

国 徳島県



【2】 徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 計 画

～ 温室効果ガスの「新たな削減目標」の設定と施策展開 ～

対策の方向性

対策の視点

■ 県民総ぐるみで意欲的な削減目標に挑戦するため、
脱炭素型ライフスタイルや最新技術の導入の支援を実施

■ 県民総活躍で温室効果ガス削減に取り組み

■ 本県の地域資源を最大限活用

■ 様々な分野の政策の総動員

■ 環境保全と経済成長の両立を図り、持続可能な社会の実現
を目指す



＜未来を守る！緩和策＞

県民生活に係る対策
→脱炭素型のライフ（ビジネス）スタイルへ転換
・エシカル消費なカーシェアリングなど新たな
価値観の共有による「意識の変革」等

再生可能エネルギー等に係る対策
→水素・再生可能エネルギーの最大限導入
・水素グリッド構想の実現
・自然エネルギーの導入加速 等

吸収源に係る対策
→本県の豊かな自然生態系の積極活用

フロン類・廃棄物の排出の抑制等に係る対策
→フロン類の排出抑制・３Ｒの取組拡大
・食品ロス削減に向けた取組の加速 等

＜未来を創る！協働策＞

環境教育・環境学習の推進
→未来を担う世代へ、新たな環境学習の展開
・幼少期から高齢期まで環境教育の体系化
・体験型、問題解決型のフィールドワーク等

先導的な取組みの支援等
→地域の知恵を活かしたイノベーション創出、発信
・県民、事業者の削減努力を「見える化」し、表彰
・環境研究所（とくしまエコラボ）の開設 等

【2】 徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 計 画

～ 温室効果ガスの「新たな削減目標」の設定と施策展開 ～

■ 具体的な対策

幼少期の環境教育



～ 気候変動を迎え撃つ、強靭でしなやかなとくしまづくり ～

■ 新条例に、適応策に関する基本方針の策定を位置付け

■ 「新未来創造とくしま行動計画」及び「徳島県環境基本計画」に
定める方向性と整合性を図る。

■ 将来、最も厳しい削減シナリオをとったとしても気候変動の
リスクは避けられない。

■ 気候変動の影響は、地域特性により異なる。

【3】 徳 島 県 気 候 変 動 適 応 戦 略

「適応策」の必要性

戦略の位置付け



【3】 徳 島県気候変動適応戦略

～ 気候変動を迎え撃つ、強靭でしなやかなとくしまづくり ～

戦略の方向性

■ 地域特性に応じたリスクを低減し、安全安心の社会づくり
→全国平均を上回る高齢化をはじめとする地域における脆弱性
を踏まえ、現象へのソフト・ハード面からの対応力を強化

■ 影響のプラス面を効果的に活用し、地方創生につながる地域づくり
→関西の台所として農林水産物の新たなブランド創出
温暖な気候を活かした観光振興など新たな地域資源の発掘

戦略の計画期間

■ 長期的な展望を意識しつつ、平成２８年度から３２年度までの
５年間の施策の基本的な方向性を示す。



【3】 徳 島 県 気 候 変 動 適 応 戦 略

基本的視点

■ 「適応策」の主流化
→施策立案時における「適応策」の組み込み

■ 気候変動の進行に応じた柔軟な対応
→影響に関する情報の集約と共有

■ 「適応策」に対する理解の促進
→県民目線での普及啓発・環境教育の推進

■ 「現場感覚」に即した「適応」の推進
→気候変動対策を推進する人材の育成

～ 気候変動を迎え撃つ、強靭でしなやかなとくしまづくり ～



分 野 主 な 項 目

県土保全 河川、沿岸、山地・森林・農村、インフラ・ライフライン

自然生態系 陸域生態系、沿岸生態系

水環境・水資源 水環境、水資源

健 康 暑熱、感染症

産業経済 産業経済、観光、消費生活、その他県民生活に関するもの

農林水産(食料） 農業、水産業

■ 気候変動の影響に関連する本県の地域特性や現況、将来予測
について、対象分野ごとに取りまとめ

■ 気候変動の影響に対する現在の取組状況や今後の方向性、
主な指標について、対象分野ごとに取りまとめ

【3】 徳 島 県 気 候 変 動 適 応 戦 略

対象分野等



分野別の影響及び基本施策

【3】 徳 島県気候変動適応戦略



【3】 徳 島 県 気 候 変 動 適 応 戦 略

分野別の影響及び基本施策



【3】 徳 島 県 気 候 変 動 適 応 戦 略

主な気候の変化（「気温上昇」「降水量の変化」「海水面の上昇」「海水温の上昇」）ごとに、
関連する各分野の影響を整理

現状 将来予測 現在の取組み 今後の方向性

農

業水

稲
・品質の低下

・収量の減収、
品質の低下

・高温耐性品種の導入、
高温対応の栽培管理

●安定的な生産・供給
体制の確立

・高温対応の栽培管理

・収益性の高い高温適応
作物への転換（高温耐性
品種あきさかり）

●新たなブランドの創出
・高温耐性品種「あきさか
り」のブランド化

果

樹

・ブドウの着色
不良、温州みか
んの浮皮等の
品質低下

・温州みかんの
栽培適地北上
、ブドウの生育
障害発生

・高温耐性品種の導入、
高温対応の栽培管理

・果樹の着色向上技術の
実証実験

・果樹の樹上完熟技術の
開発

●安定的な生産・供給
体制の確立

・高温対応の栽培管理

・ハウス栽培に
おける暖房コス
トの低減

●新たなブランドの創出
・価値の高い南方系果樹
の導入実証

■ 「気温上昇」に関連する影響（例）

気候の各変化に対応した各分野の影響及び取組み



【3】 徳 島 県 気 候 変 動 適 応 戦 略

気候の各変化に対応した各分野の影響及び取組み

現状 将来予測 現在の取組み 今後の方向性

水
産
業 漁
船
漁
業

・漁獲量の変化
（北方系魚種の減少）
・藻場減少に伴い、
アワビ等の漁獲量減少

・高水温を原因とする
漁獲量の低下
・アワビなど磯根資源の
漁獲量の減少

・海洋観測、水温・漁獲
量のモニタリング
・藻場造成技術の開発、
モニタリング

●安定的な生産・供給体制の
確立

・ 水温等環境要因や魚介類の
生態等の変動を予測

・南方系魚介類（ハモ、アシアカエビ等）の漁獲量
が増加傾向

・漁獲量増加品種の
ブランド化

●新たなブランドの創出
・ 漁獲量増加品種の積極的な
PRによるブランド化の推進

養
殖
業

・養殖開始時期の遅れ等
による養殖ノリ、ワカメの
収穫量減少

・高水温化によるへい死
率増加、成長の鈍化、
感染症リスクの増大 ・ワカメ、アオノリ等の

高温耐性藻類品種の
開発

●安定的な生産・供給体制の
確立

・ 藻類の色落ち対策の実施

・ブリ養殖における秋冬
期の成長促進、避寒に
係る省力化

●新たなブランドの創出
・ 徳島大学など関係機関と
連携した新品種や新技術開発

■ 「海水温上昇」に関連する影響（例）



【3】 徳 島 県 気 候 変 動 適 応 戦 略

～戦略の取組みのイメージ



【3】 徳 島 県 気 候 変 動 適 応 戦 略

戦略の取組みのイメージ



論点 ： 地方公共団体等への支援

■ 人的支援
・世界最先端の知見を持つ専門家の派遣や専門家リストの作成

→ 計画策定や事業実施に携わる職員向け研修会

県民や事業者の理解の促進を図るためのセミナー

主要分野以外（文化や伝統行事等）の知見の集積

■ 財政的支援
・適応策の実施に頑張る地方公共団体を財政的に支援する制度の創設

→ 高温耐性の新たな品種開発、

海水面上昇に対する堤防や漁港の整備

熱中症対策のクールスポットづくり

適応策普及啓発セミナーの開催

既存補助事業のかさ上げ 等



論点 ： 地方公共団体等への支援

■ 技術的支援等
・適応計画の法定化

→ 地方公共団体の温暖化対策実行計画と同様に

・国施策における適応の率先組み込み

→ 各省庁における各種基準等策定時に将来予測データ等を

積極活用

・将来予測データ等の蓄積及び一元的な情報提供



ご清聴いただき、ありがとうございました。


